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研究成果の概要（和文）：ひきこもり状態で悩む人々が心理的支援を求めていることが明らかに

され，生活の質（QOL）が低下している実態が示された．また，近年注目されている，発達障

害がひきこもりに強く関連していることが明らかにされた．さらに，家族を対象にした認知行

動療法の有効性が示された．地域支援のあり方について検討するために，英国での Improving 
Access to Psychological Therapies Programme について実地調査を行った． 
  
研究成果の概要（英文）：People who are suffering hikikomori (prolonged social withdrawal) 
seek psychological support. And their QOL (Quality of Life) was decreased. In addition, 
hikikomori were strongly related with developmental disabilities that attracted attention 
in late years. Furthermore, effectiveness of cognitive behavioral therapy for the families 
was indicated. We performed an on-the-spot survey about Improving Access to 
Psychological Therapies Programme in the U.K. to examine the way of the community 
support. 
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１．研究開始当初の背景 
 ひきこもり状態に関する疫学調査による
と，本邦においてひきこもり状態にある人
（以下，ひきこもり本人）がいる世帯は 26
万世帯（0.56％）であるとされている（小山
ら，2007）．2002 年～2005 年にかけて NPO
法人全国引きこもり KHJ 親の会において申
請者が行った調査によると，ひきこもり本人
の男女比は概ね６：１であり，ひきこもり本
人の平均年齢が上昇している可能性が示唆

されている．また，近年ひきこもり状態の背
景に精神疾患の存在が指摘されていた（近藤
ら，2006）． 
ひきこもり状態の事例では，ひきこもり本

人よりも家族の方が先に相談機関に訪れる
ことが申請者らの研究から明らかにされて
いる．ひきこもり状態への支援においては，
ひきこもり本人の精神疾患の可能性を考慮
しながら，家族支援を通してひきこもり本人
を受療につなげることが重要となる．家族支
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援においては，家族機能と地域援助システム
の充実が重要となる． 
申請者の研究において，家族のストレス反

応が高いことが示され，家族の心身の健康を
維持する支援として，家族を対象とした自助
グループが効果を上げている．しかしながら，
ひきこもり本人を受療につなげるための家
族機能のあり方については明らかにされて
いない．また，ひきこもり対応ガイドライン
（ひきこもりに対する地域保健活動のあり
方に関する研究班，2003）が発行されて 5 年
がたつ現在，精神保健福祉センター，保健
所・保健センターが対応の中心になっている
が，相談に至るまでの支援がきわめて不足し
ているのが現状である． 
また，ひきこもり状態の問題は，本邦にお

いて多く認められており，諸外国では大きな
社会問題となるまでには至っていない．こう
した諸外国との違いは，ひきこもり状態に対
する臨床心理的地域援助システムの違いに
よるものと考えられる． 

これらのことを踏まえ，本申請においては
本邦おいてひきこもり本人が相談機関に至
るまでを援助する臨床心理的地域援助シス
テムのあり方について検討を加えた． 
 
２．研究の目的 
 初年度においては，ひきこもり状態にある
人（以下，本人）とその家族の支援ニーズ，
および本人が受療に至るまでの心理的過程
について検討を加えた．支援ニーズにおいて
は，平成 21 年度から全国の都道府県と政令
指定都市に新たに設置される「ひきこもり地
域支援センター（仮称）」に本人と家族が求
める支援について調査を行った． 
 平成 21 年度においては，ひきこもり状態
にある人（以下，本人）とその家族の生活の
質（Quality of Life）について調査を行った．
また，ひきこもりの再発の実態やひきこもり
本人のパソコン，携帯電話，ゲーム機等の利
用について調査を行った．さらに，ひきこも
りの行動論的メカニズムに関する実証的デ
ータ収集を行った． 
 最終年度，ひきこもり状態と発達の関連に
ついて検討を加えた．また，ひきこもり状態
を維持させている家族関係に関する行動論
的観点からの検討，さらにひきこもり状態に
ある人の就職不安に影響を与える要因につ
いて検討を加えた． 
 
３．研究の方法 
 初年度の調査では，全国 35 都道府県で開
催されたひきこもり親の会において調査を
実施し，本人を対象とした調査では，質問紙
調査では 92名を対象とした．家族を対象と
した調査研究においては，429家族から得ら
れた回答を解析した． 

 平成 21年度の調査では，全国 29 都道府県
で開催されたひきこもり親の会において調
査を実施し，ひきこもり本人を対象とした調
査では，質問紙調査では 91名を対象とした．
家族を対象とした調査研究においては，383
家族から得られた回答を解析に用いた． 
 最終年度の調査では，全国 28 都道府県で
開催されたひきこもり親の会において調査
を実施し，ひきこもり本人を対象とした調査
では，質問紙調査では 82名を対象とした．
家族を対象とした調査研究においては，332
家族から得られた回答を解析に用いた． 
 
４．研究成果 
 本人を対象とした調査から，本人が同世代
と交流ができる場所や心理的支援，そして就
労支援を求めていることが示された．また本
人の受療促進に関しては，相談をする事によ
るメリットが期待されると支援を利用する
可能性が高まることが示された． 

調査においては，家族の支援ニーズについ
て調査が行われた．調査の結果，家族は心理
専門家によるカウンセリング，「ひきこもり」
についての学習会・講座，本人が家庭外で活
動できるための「居場所」を求めていること
が示された．また本人の相談機関の利用やひ
きこもりの程度は家族機能と関連している
ことが示された． 
本人を対象とした調査から，本人の QOLが

低下している実態が示された．また，調査に
回答したひきこもり本人は携帯電話を多く
利用していることが明らかにされた．また，
行動論的観点からの調査によって，調査に回
答したひきこもり本人は一般大学生と比較
して体験の回避の傾向が強いことが示され
た． 

家族を対象とした調査から，本人同様に家
族の QOLも低下していることが示された．ま
た，家族調査において報告されたひきこもり
本人はパソコンを多く利用しており，携帯を
利用している人は半数に満たないことが示
された．また，行動論的観点からの調査から，
ひきこもり状態の家族においては，正の罰と
負の罰が機能していない実態が明らかにさ
れた． 
調査に加え，英国に Improving Access to 

Psychological Therapies (IAPT) programme
の実地調査を行った．また，家族を介したひ
きこもり状態にある人の受療促進プログラ
ムを実施した． 

本人を対象とした調査から，ひきこもり本
人の広汎性発達障害傾向が高い可能性が示
された．また，本人は高い就職不安を抱えて
おり，こうした就職不安は就職活動に対する
自己効力感の低さや体験の回避が影響を与
えていることが示された．  

家族を対象とした調査から，本人同様にひ



 

 

きこもり本人の広汎性発達障害傾向が高い
ことが示された．また，家族関係を行動論的
観点検討した結果，望ましいことを増やすこ
とはできても望ましくない行動を減らすこ
とが困難になっている現状が示された． 
調査に加え，ひきこもり本人や家族を対象

とした集団認知行動療法を実施し，その効果
検証を行った．その結果，家族を対象とした
介入においては，家族自身の機能が正常に保
たれていることが効果をえるための必要条
件である可能性が示された．また，英国に
Improving Access to Psychological 
Therapies (IAPT) programmeの実地調査を踏
まえた文献調査を実施した． 
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